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１．国民ID制度の概要
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社会保障・税番号大綱（概要）
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社会保障・税番号大綱（概要）

 理念

• より公平・公正な社会の実現

• 社会保障がきめ細やかかつ的確に行われる社会の実現

• 行政に過誤や無駄のない社会の実現

• 国民にとって利便性の高い社会の実現

• 国民の権利を守り、自己情報をコントロールできる社会の実現

 効果

• 番号を用いて所得等の情報の把握とその社会保障や税への活用
を効率的に実施

• 真に手を差し伸べるべき人に対しての社会保障の充実

• 負担・分担の公正性、各種行政事務の効率化が実現

• ＩＴ化を通じ効率的かつ安全に情報連携を行える仕組みを国・地方で
連携協力しながら整備し、国民生活を支える社会的基盤を構築

• ＩＴを活用した国民の利便性の更なる向上も期待
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社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ（案）
社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会（第１４回）より
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２．国民ID制度の評価結果
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評価内容

企画段階の国民ID制度について、国民を発注者として、

システム管理基準 I.情報戦略 、II.企画業務、III.開発業務に
ついて評価した。

 発注者 ： 国民

 評価対象 ： 国民ID制度（主に情報連携基盤）

 主な資料

• 社会保障・税番号大綱（2011/6/30）
• 情報連携基盤技術ワーキンググループ 中間とりまとめ

（2011/7/28）
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対象となる組織および利害関係者

 組織体

日本国政府

（情報連携基盤のオーナー：内閣府および総務省）

 利害関係者

• 日本国民（日本在住の外国人）

• 中央省庁の職員

• 地方自治体の職員

• 民間企業の経理関係者

など、日本国に住んでいる人全般
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I 情報戦略 ３．情報化投資

３．情報化投資

（2）情報化投資計画の決定に際して、影響、効果、期間、実現性等の

観点から複数の選択肢を検討すること。

（4）情報化投資に関する投資効果の算出方法を明確にすること。
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 付番関係

•付番、通知、番号管理プログラム開発等費用(200億～300億程度)

 情報連携基盤関係

•情報連携のためのシステム開発等及びネットワーク費用(500～700億円程度)

 情報活用関係

•税務関係機関におけるシステム開発費用（地方公共団体の地方税部局含む。）
(600～1300億円程度)
•税務当局に調書を提出する民間セクター（金融機関等）におけるシステム開発費
用

•社会保障関係機関（保険者及び地方公共団体福祉部局等）のシステム開発費
用(700～800億円程度)
•医療機関や介護事業所等におけるシステム開発費用

•各機関におけるシステム開発費用

「番号」の導入に係る費用・期間
社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会 中間取りまとめ(2010年6月29日)
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 個人情報保護関係（2～3千億円程度)
•第三者機関の設置

•自己情報管理機能

•強固なセキュリティ

•ＩＣカード導入

など

「番号」の導入に係る費用・期間
社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会 中間取りまとめ(2010年6月29日)
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（１）よりきめ細やかな社会保障給付の実現

（２）所得把握の精度の向上等の実現

（３）災害時における活用

（４）自己の情報や必要なお知らせ等の情報を自宅のパソコン等から入手できる

（５）事務・手続の簡素化、負担軽減

（６）医療・介護等のサービスの質の向上等

番号制度でできること
社会保障・税番号大綱（概要）
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外部（公的機関）とのデータ連携による自治体業務改革効果
地方公共団体における番号制度の活用に関する研究会（第2回）
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II 企画業務

２．分析

（3）実務に精通しているユーザ、開発、運用及び保守の担当者が参画して

現状分析を行うこと。

（5）情報システムの導入に伴って発生する可能性のあるリスク分析を

実施すること。

（7）情報システムの導入効果の定量的及び定性的評価を行うこと。
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II 企画業務 ２．分析

情報連携基盤技術ワーキンググループ 中間とりまとめ

平成23 年７月28 日 より 抜粋

これまでの検討により、土台となる部分については一定の方向性
を示すことが出来た一方で、情報連携の範囲とされた「社会保障・
税に関する分野」で示された利用場面のうち、情報連携基盤を用
いることができる事務の種類、提供される個人情報の種類及び提
供元・提供先等が未確定であり、当ＷＧにおいても委員から提出さ
れたユースケースに関する資料等に基づき議論がなされたもの
の、社会保障・税分野のユースケースの分析が十分にできていな
いこと等から、現時点では情報連携基盤に必要となる機能や性能
等の要件を洗い出すまでには至っていない。
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住民票関連証明書の請求
地方公共団体における番号制度の活用に関する研究会（第2回）
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外部（公的機関）とのデータ連携による自治体業務改革効果
地方公共団体における番号制度の活用に関する研究会（第2回）
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I 情報戦略 １．全体最適化

III 開発業務 ６．移行

I 情報戦略

１．全体最適化

1.2 全体最適化計画の承認

（3）全体最適化計画は、利害関係者の合意を得ること。

1.4 全体最適化計画の運用

（1）全体最適化計画は、関係者に周知徹底すること。

III 開発業務

６．移行
（8）移行は関係者に周知徹底すること。
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マイナンバー（社会保障・税番号制度）トップページ
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マイナンバーシンポジウム
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twitter公式アカウント
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３．まとめ
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まとめ

1. 費用対効果を定量的に示すことが必要

2. 情報開示が必要

3. ユーザーに周知する取組みが必要
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